







A study of relationship between the municipal mergers and the consolidations of  
public elementary schools around the period of Great Heisei Mergers 




This paper discusses the relationship between the municipal mergers and the consolidations of 
public elementary schools based on the analysis of municipal level data. The result of analysis sug-
gests the following: 
1) There is positive correlation between the municipal mergers and the consolidations of public 
elementary schools. 
2) In the case of the merged municipalities, the regions with school consolidation before the mer-
ger tended to integrate the schools after the merger. 
3) There are some kinds of regional features to promote merger and consolidation in the regions 
with school consolidation after the merger. One of the regional features is the regional fiscal 
condition. 
However, the relationship between merger and consolidation as confirmed in this paper is limited 
to correlation. Thus, the discussion that the relationship indicates spurious correlation or the effect of 















                                                     



































中心に扱う関係で、この情報元となる「学校基本調査」（文部科学省）が各年 5 月 1 日時点で調査さ







24,051 校であったが、2014 年には 20,558 校となり、全国的に約 15％減少していた。図 1 に示した
年度別の公立小学校の減少数 1) を見ると、全体を通じて減少幅が大きくなりつつあるように見受け









いわゆる平成の合併によって市区町村数 2) は、1999 年 3 月末時点の 3,255 から本稿執筆時点（2014
年 12 月末）の 1,741 にまで大幅に減少した。この間の年度別の市町村合併数を示した表 1を見ると、
2004 年度と 2005 年度に合併が集中していることが分かる。これは、2005 年 4 月施行の新合併特例
法への改正時に、地方交付税の合併補正期間が旧法よりも短縮され、合併特例債による財政支援措
置が廃止されたことが大いに関係する。ただ、経過措置期間として 2005 年 3 月末までに合併申請を
行い、2006 年 3 月末までの合併を実現した場合にも合併特例債が認められたことから、駆け込み的
に 2005 年度の合併も多く見られた。 
 




































年度 ～1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 合計
1 4 3 17 29 256 271 11 8 10 29 1 5 1 1 647
0.2% 0.6% 0.5% 2.6% 4.5% 39.6% 41.9% 1.7% 1.2% 1.5% 4.5% 0.2% 0.8% 0.2% 0.2% 100.0%
1 2 3 12 25 232 239 4 4 7 12 1 1 0 0 543








例えば、2001 年 5 月に浦和市、大宮市、与野市の合併により発足して、さらに 2005 年 4 月に岩
槻市を編入合併したさいたま市のように、平成の合併期以降に複数回合併した自治体もある。そこ
で、期間中 1 回のみ合併した自治体のみに限定して集計した結果を改めて表 1に内数として示した
が、延べ 647 事例のうち約 84％に当たる 543 事例が該当した。この分布を見ても、2004 年度と 2005






















村合併を経験していない自治体と、2004 年度又は 2005 年度に一度だけ合併を経験した自治体につ
いて比較する。また、合併に向けた議論や合併後の新自治体としての立ち上げのような、市町村合
併による影響が比較的色濃く表れやすいと考えられる合併年度（ここでは2004年度又は2005年度）








年度から 5 年以内、すなわち 2004～2008 年度に学校統廃合があったかについてのクロス表を表 2
市町村合併と公立小学校の統廃合との関係 
 115
として示した。また、合併より前の 5 年間、すなわち 1999～2003 年度に学校統廃合が地域内で発生
したかについても、同様の形でクロス表として表 2に併せて示した。 
2004～2008 年度において、合併を経験していない自治体のうち 26.8％、2004 年度に合併した自治
体のうち 44.4％が学校統廃合を経験していた。また、1999～2003 年度においては、合併経験のない
自治体で 16.7％、2004 年度に合併した自治体で 38.8％が統廃合を経験していた。このように、合併
を経験した自治体の方が、学校統廃合した割合が相当高くなっていた。 
また、市町村合併と学校統廃合との関係性の強さを見るために φ 係数を見ると、2004 年度より前











2005 年度に市町村合併を経験した自治体についても、同様の分析をすることによって 2004 年度
での結果が 2005 年度にも当てはまるのかを確認してみよう。2005 年度に市町村合併した自治体と
合併を経験していない自治体について、2005 年度以降 5 年以内（2005～2009 年度）と 2005 年度よ
り前の 5 年間（2000～2004 年度）における統廃合の有無について、合併を経験していない自治体で
の有無ともクロスさせて表 3として示した。 






統廃合なし 統廃合あり 統廃合なし 統廃合あり
843 309 960 192 1152
73.2% 26.8% 83.3% 16.7% 100.0%
2004年度 129 103 142 90 232
合併あり 55.6% 44.4% 61.2% 38.8% 100.0%
972 412 1102 282 1384
70.2% 29.8% 79.6% 20.4% 100.0%
φ係数 0.144 0.205
χ2値 28.526 χ2値 58.273
自由度 1 自由度 1






























3 年間を考慮から外し、合併後 4 年目以降 5 年間（2004 年度合併なら 2007～2011 年度、2005 年度
合併なら 2008～2012 年度）の統廃合状況を、合併自治体と非合併自治体との間で比較した。 
この結果を示した表 4 を見ると、統廃合を経験したのは 2004 年度合併自治体で 47.0％、2005 年
統廃合なし 統廃合あり 統廃合なし 統廃合あり
855 297 928 224 1152
74.2% 25.8% 80.6% 19.4% 100.0%
2005年度 136 103 159 80 239
合併あり 56.9% 43.1% 66.5% 33.5% 100.0%
991 400 1087 304 1391
71.2% 28.8% 78.1% 21.9% 100.0%
φ係数 0.144 0.128
χ2値 28.966 χ2値 22.808
自由度 1 自由度 1








統廃合なし 統廃合あり 統廃合なし 統廃合あり
893 259 1152 893 259 1152
77.5% 22.5% 100.0% 77.5% 22.5% 100.0%
123 109 232 125 114 239
53.0% 47.0% 100.0% 52.3% 47.7% 100.0%
1016 368 1384 1018 373 1391
73.4% 26.6% 100.0% 73.2% 26.8% 100.0%
φ係数 0.207 0.215
χ2値 59.384 χ2値 64.132
自由度 1 自由度 1
















































































数が相対的に低くなっていた。差の大きさを見るために Cohen の d を見ても、0.2 を上回っている
ことから小さな差の存在が示唆された。また、参考として示した平均値の差の検定結果からも、統
合併後の 合併後の 合併後の 合併後の
統廃合なし 統廃合あり 統廃合なし 統廃合あり
合併前の 94 48 142 103 56 159
統廃合なし 66.2% 33.8% 100.0% 64.8% 35.2% 100.0%
合併前の 35 55 90 33 47 80
統廃合あり 38.9% 61.1% 100.0% 41.3% 58.8% 100.0%
129 103 232 136 103 239
55.6% 44.4% 100.0% 56.9% 43.1% 100.0%
φ係数 0.268 0.224
χ2値 16.641 χ2値 12.016
自由度 1 自由度 1







平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N のd t値 自由度 p 値
2004年度合併 0.454 0.229 232 0.512 0.335 1152 0.181 3.219 457 .001









































平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N のd t値 自由度 p 値
2004年度合併 0.420 0.228 103 0.481 0.227 129 0.272 2.055 218 .041
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3) 統計法 32 条による利用申請を行い、許可を得て利用している。 
4) インターネット上の「e-stat」を通じて、旧市町村分も含めた毎年の市町村別小学校の情報が得られるが、公立小
学校に限定した情報は得られない。なお、ここに収録された情報の元データも「学校基本調査」である。 





















（受理日：平成 27 年 3 月 31 日） 
